生活問題の認識とソーシャル・ワーカー論（上）　：　社会問題としての高齢者における緊急事態 by 岡崎, 祐司
生 活 問題 の認 識 と




岡 崎 祐 司
目.次
1.問 題意識 と分析 の視点
2.高 齢者問題の実態(1)一 所得水準 と消費 一
3.高 齢者問題の実態(2)一 健康問題,住 宅問題,
社会的孤立 一
4.高 齢者 における緊急事態の発生 とその対応
(以上,本 号)
5.高 齢者 の 日常生活 の安定 と医療 ・福祉施策 の周
知 ・利用
6.医 療福祉の動向 とソーシャル ・ワーカーの現状
7.社 会福祉 にお ける生活問題分析 の視角
8.貧 困化 とソー シャル ・ワーカー論の展 開
1.問 題 意 識 と分 析 の 視 点
現 代 に お け る ソ ー シ ャル ・ワ ー カ ー 論 を構 築 す る た め に は,ま ず勤 労 諸 国民
の 生 活 状 態 を議 論 の 出 発 点 に しな けれ ば な らな い 。 ソ ー シ ャル ・ワ ー カ ー の社
会 的 存 在 意 義 は,ソ ー シ ャル ・ワ ー カ ー の側 の一 方 的 な 主 観 的 願 望 や修 得 資 格
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の有無だけで確認することはで きない。なぜな ら,そ もそも社会福祉 とは,勤
労諸国民の抱 えるある種の生活問題の社会的対応の一つであり,客 観的に今 日
の勤労諸国民が担っている生活問題の解決 とい う点から,ソ ーシャル ・ワーカ
ーの社会的要請が明 らかにされなければな らないからである(1)。また,社 会福
祉労働者 の資格制度(2)にして も,そ れが資格を得 るとい う自己目的か らではな
く,ワ ーカー自身が今 日の生活問題 に対応し得 る力量 と水準を獲得し,ソ ーシ
ャル ・ワーカーに対する社会的要請 に応えるためにこそその必要性が議論 され
るべ きである。そのさいに勤労国民の担っている生活問題の トータルな分析 と
それへの社会福祉の対応の在 り方が課題の一つとなろう。
勤労諸国民の抱える生活問題 とソーシャル ・ワーカー論 という課題 は,い い
かえるならぼ社会福祉の対象課題 をどのようなものとして把握し,そ の対象規
定を基に どのような社会的対応なり援助 を行 うか,そ のさいのソーシャル ・ワ
ーカーの役割 と任務 はなにか ということである(3)。ところで ,こ れまでのさま
ざまな社会福祉論が,こ うした課題について理論的到達点を相互 に確認してき
たわけではない。 しかし社会福祉対象論の深まりは,ソ ーシャル ・ワーカー論
の展開にとって不可欠な研究課題である。勤労諸国民のかかえる生活問題の分
析 と,そ れを土台にソーシャル ・ワーカー論を展開してい くという課題の設定
は社会福祉論の基本問題のひとつといってよいであろう。社会福祉従事者の資
格制度が準備された今日,そ の認識 をあらためて確認すべきである。
この小論で は,こ うした問題意識から現代におけるソーシャル ・ワーカー論
を展開 してい く上で,そ の 「手掛か り」を高齢者問題 とくに 厂高齢者における
緊急事態の発生 とその対応」にもとめ,ソ ーシャル ・ワーカーのありかたを探
ろうとするものである。 ソーシャル ・ワーカーのありかたが,社 会福祉の対象
課題である生活問題に規定されるとするならぼ,高 齢者 の抱える生活問題のも
っとも最悪な現れである 「緊急事態」から議論を出発 させることは,論 点をよ
り明確 に提示できるであろう。以下,ま ず今日の高齢者問題の全体像 を把握 し,
さらに高齢者 における緊急事態の発生 とその対応の分析を進めた上で(以 上本




2.高 齢 者 問題 の実 態(1)一 所 得 水準 と消 費 一
ここではまず,い くつかの調査結果を用いて,高 齢者のおかれている生活実
態 を描 いてい くことにする。1988年2月 ～3月 にかけて主として京都市社会
福祉協議会 によって実施 された 『市民 の老後 ・老人問題 に関する実態調査』
(調査目的,調 査方法などについては注記 を参照。なお以下 『実態調査』 と記
す)の 調査結果 を高齢者における緊急事態の発生 とその対応の分析 を中心に基
礎資料 として用いるが,こ こではその他の調査による調査結果報告 も用いて,
高齢者問題 の全体像 を明 らかにしてみたい。
ところで,緊 急事態 とは一般的には発生 している事態が重大で,し かもその
対応 ・処理に至急 を要する事態 といえるが,高 齢者の場合にはそれが 厂急病」,
「転倒 ・転落」,「負傷」,厂火災」など生死にかかわる問題に実際に結びついて
いる。 とくにそうした事態が,在 宅での高齢者のひとり暮 らし世帯あるいは高
齢者夫婦世帯で発生 している場合 は,よ りその事態の中身 は深刻になっている。
もっともこうした事態 を偶発的で個人的な問題,あ るいはごく限 られた人々の
問題 としてみる見方 もあるかもしれない。 しかし,あ とで論ずるようにその背
景には地域 における高齢者の孤立,生 活状態の悪化,健 康問題の深刻化,日 常
における社会福祉 ・医療機関のかかわ りの 厂薄さ」などがあ り,「生活」 を総
合的に把握 しようとす るならば高齢者 における緊急事態の発生は,厂社会問題
としての高齢者問題」 としてとらえなければならないのである。
もちろんこの種の問題 は防災 ・救急対策の対象で もあるが,東 京消防庁 の
『災害 と防災環境か らみ る高齢者の実態(昭 和62年 中)』(4)で高齢者の救急事
故 の防止 ・安全対策 に関して,厂住みなれた地域での在宅福祉 を基本 とした施
策が進められる中で,安 全な居住環境 を整備 してい くことも望 まれる」 と指摘
しているように,緊 急事態に対しては社会福祉の側からもアプローチの必要性
がある(5)。すなわち,緊 急事態 なら緊急事態それだけを他の生活問題 と切 り離
して取 り上げるのではな く,高 齢者問題 をとらえるトータルな視点,す なわち
経済問題,健 康問題,住 宅問題,地 域での社会関係などとのかかわ りで,そ れ
を把握すべ きなのである。
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それでは,高 齢者の生活実態の全体像を今回の 『実態調査』やその他の調査
結果からとらえていこう。まず今回の 『実態調査』での調査対象をみておきた
い。 〔第1表 〕 によると調査世帯総数668世 帯 のうち,「65歳 以上の高齢者の
いる世帯」 は422世 帯(63.2%),と くに無業者層では218世 帯(96%)と 高
い割合 となっている。 また自営業者層でも60.7%が65歳 以上の高齢者のいる
世帯 となってい る。〔第2表 〕をみると全体では 「単身」が全体の31.4%,
「夫婦のみ」が16.3%で あ り,と くに無業者層では 「単身」が73.1%,「 夫婦
のみ」が17.6%と なってお り,ひ とり暮 らし老人の多い階層 となっている。
ところが同様 に65歳 以上の高齢者がいる割合の高い自営業者層では,「単身」
は8%,「 夫婦のみ」は13.4%な のに対 し,「夫婦 と子」が31.3%,「 三世代」
が30.4%と なっている。 したがって,高 齢者問題 といって もそのあらわれ方
が階層によって異なって くることを確認 しておきたい。















































































































































































































































ところである。例 えば,『 昭和62年 国民生活基礎調査の概況』(6)によれば,
1965年(昭 和40年)の 総世帯数2594万 世帯のうち高齢者世帯(7)は79万9千
世帯(全 世帯の3・1%),1975年(50年)の 総世帯数3287万7千 世帯のうち
高齢者世帯 は161万9千 世帯(同4.9%),1985年(60年)の 総世帯数3722
万6千 世帯 のうち高齢者世帯 は311万 世帯(同8.4%)で あ り,1987年(62
年)で は世帯総数3806万4千 世帯のうち高齢者世帯は347万1千 世帯で全世
帯の9.1%を 占め,前 年度に比べ15万4千 世帯の増(対 前年度比4.5%増)と
なっている。 また全世帯 と高齢者世帯の年次推移 を指数でみると(〔第1図 〕),
1975年(昭 和50年)を100と した場合,1987年(昭 和62年)で は高齢者世
帯の伸びが214.4と 全世帯の伸びの115.8を 上回る指数となっている。また,
高齢者世帯での世帯構造では単独世帯(=ひ とり暮 らし老人)は47.3%で う
ち男性7%,女 性40.3%,夫 婦のみ世帯 は48.2%と なっている。
また 〔第3表 〕 によれば,「65歳 以上の者のいる世帯Jは1987年(昭 和63
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第1図 高齢者世帯と全世帯の推移(指 数)
出所 「昭和62年 国民生活基礎調査概況」
年)で955万4千 世帯(全 世帯の26.2%),三 世代世帯 は437万2千 世帯(同





















推 計 数(千 世帯)
昭和50年(1975) 32,877 7,118 21.7
'611
931 9●o … 683 3,871 1,023
55('80) 35,338 8,495 24.0 910 1,379 657 722 891 4,254 1,062
60('85) 37,226 'X11 25.3 1,131 1,795 799 996 1,012
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,313 1,150
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61('86) 9 100.0 ● 13.1 18.2 8.0 rots 11:1
駈44
.8 12.7
62('8?) ● 100.0 ● 13.0 19.0 7.5 11.5 10.9 43.9 13.2




(同13%)で ある。三世代世帯が割合からいって も実数からいって も最 も多
いが,世 帯数の推移 〔第2図 〕からみると,1975年(昭 和50年)を100と し
た場 合,1987年(昭 和62年)で 三世代 は112.9な のに対 し,卜単独世帯 は
211.1,夫 婦 のみ世帯203.2と 大 きく上 回ってお り,今 後 もこうした傾 向が拡
大するといわれる。
しかも,た とえ高齢の親 と同居していたとしても労働者家族の場合,世 帯主
のほかに主婦 も働いている 「共働 き」世帯では,実 質的に夜以外 は高齢者が一
人で暮 らしている 「昼間独居老人」の存在がある。 したがって,そ の世帯の家
族構成,就 業者構成,雇 用 ・労働条件などを踏まえなければ,た だ三世代の割
合が高いことだけを取 り上 げて高齢者問題 を議論することは現実的ではないこ
とも確認 しておきたい。
また,1965年(昭 和40年)の 平均世帯人員 は3.75人 であ り,世 帯人員別
の世帯数の構成割合 を順 にあげると,「4人 世帯」が全体の19.9%厂6人 以上














和62年)の 平均世帯人員 は3.19人 であ り,「4人 世帯」が全体 の24%,厂2
人の世帯」19.6%,「1人 世帯」18.8%,「3人 世帯」17.7%と なってお り(8),
全体的には世帯の規模すなわち家族規模は縮小の傾向にあるといえる。
このように 厂暮 らし」の単位であ り,生 命 と生活の再生産単位である家族の
規模が縮小することは,高 齢者にどのような意味 をもつのであろうか。それは
家族 のもっ社会的機能 を縮小させ,高 齢者の生活の不安定化 と結びついている
のである(9)。ひ とつは生活 の基礎 となる物質的な生活を維持するための経済的
諸機能の弱 まりである。 とくに,高 齢者世帯にとって は家族規模 の縮小 は家族
内の働 き手が限定 される,あ るいはひ とり暮 らしの場合 は本人自身の収入源に
限定され ることを意味し,収 入の獲得の不安定性 と消費の歪みをもたらし,生
活の不安定化 と結びついているのである。
前出の 『国民生活基礎調査の概況』によれば高齢者世帯の1世 帯当た りの平
均所得金額 は259万3千 円であるが,最 も世帯が集中 している最頻値 は98万
5千 円である(〔第4表 〕)。所得金額階級ごとに累積百分率をみてみると,100
万 円未満 は22.7%,150万 円未満 は39.9%,200万 円未満 は55.6%と 高齢者
世帯の半数以上が200万 円以下の所得である・ ところで老後 の必要所得はどれ
くらいと推計 されているのであろうか。労働省の設置 した 『勤労者の老後生活
安定対策研究会』の報告 『老後の安定 と充実を求めて』(1987年)に よれば(1°),
「月額22万 円を希望生計費 とすると,こ れに,所 得税,社 会保険料 を含める
と希望生計費 を賄 うのに必要な所得は月額約25万 円 となる」 としている。 と
ころが現状 ではそれを賄える所得水準にある高齢者世帯 は先の調査によれば,
全体の約4分 の1(21.7%)に すぎない。高齢者の生活 を考えるには,生 計費
の他に医療費や寝 たきりになった時の介護の費用などの負担 も加える必要があ
り,そ れを加 えると老後の必要所得を賄えるのはご く限られた階層ということ
になる。
当然 こうした高齢者世帯の所得の実態 は,消 費生活の面にも影響 している。
『実態調査』の結果から 〔第5表 〕をみると高齢者のいる世帯での 「くらし向
き」で は 「余裕がある」 のは17.1%で,丁 苦 しい」や 「大変苦 しい」世帯 は







百 分 率 百 分 率 累 積
百 分 率
総 数 100.0 100.0 一
49万 円以下 8.1 5.2 5.2
50^-99 19.7 17.5 22.7
100^-149 18.7 17.1 39.9
150^-199 14.2 15.7 55.6
200^-249 10.2 1'3.6 69.2
250^-299 7.4 9.2 78.4
300～349 5.2 5.6 84.0
350^-399 3.5 3.2 87.3
400^-449 2.0 2.2 89.5
450,^-499 1.7 2.1 91.6
500^-549 1.4 1.0 92.6
550^-599 1.0 o.s 93.4
60'0'A-649 o.s 1.2 94.5
650^-699 0:7 o.s 95.3
700.A-749 o.s 0.5 95.8
750^-799 0.7 0.6 96.5
800～849 0.4 0.3 96.8
850^-899 0.4 0.3 97.0
900^-949 0.3 0.3 97.3
950^-999 0.2 0.3 97:5
1000万 円以上 2.4 2.5 100.0
出所 厂昭和62年 国民生活基礎調査概況」
の」 には 「主食費」「水 ・光熱費」「医者 ・くすり代」があげられている。また ,
「家計支出のなかでかさむもの」には 「交際費」,「医者 ・くす り代」,「水 ・光
熱費」があげられている。われわれは,主 として商品の購入=消 費 を通 じて生
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活 を再生産 してい く資本主義的生活様式を社会的に強制 されているが,そ うし
た中で高齢者のいる世帯が生活 を維持 してい く上では,消 費にかかわるものに
加 えて地域での 「つきあい」の維持や健康の保持 に要する費用が重い負担 を与
えている。 また,「医者 ・くす り代」や 「水 ・光熱費」 は 「切 り詰めている」
けれ ども 厂かさむ」 もの,つ まり本来は必要な費用であるにもかかわらず,所




3.高 齢者 問題 の実 態(2)一 健康 問題,住 宅 問題,社 会 的 孤立 一
家族規模の縮小が高齢者 に及ぼす影響 は,経 済的諸機能 ばか りではない。労
働力再生産の長期的安定 をはかるためには,家 族 はさまざまな機能 を遂行 しな
ければならない。例えば,身 体的 ・経済的に自立を欠いた家族成員 にたいする
保護 ・介護の機能,日 常生活 を維持 してい くための家事労働の機能,さ まざま
な生活上の事故 に対する処理能力などである。高齢者 を含 んだ小家族,高 齢者
夫婦,ひ とり暮 らしの老人の世帯ではこうした機能が弱 まり,生 命 ・生活の再
生産単位 としては構造的な脆弱性 をかか えている(11)。とくにこうした問題を
「健康状態」 と重ねあわせてとらえると,こ れ らの機能の遂行が小家族にとっ
ては過重な負担 となっていることがわかる。
65歳 以上の高齢者の健康状態 を今 回の 『実態調査』でみてみると(〔第6
表〕),全 体では 厂全 く健康 である」 は13.1%で,「 具合のよくないところがあ
る」 と 「医者にみて もらっている」 という健康上なんらかの問題を抱えた者 は
8割 以上 を占めている。 この傾向はどの階層にも共通 しているが,経 営者層で
健康な比率がやや高 く,ホ ワイ トカラー層不安定雇用者層や無業者層で健康上
の問題 を抱 えた人 の割合が高い。 また,『 京都市老人の生活 と健康に関する調
査 報告書』(12)によれ ば(〔 第7表 〕),「病気 で医者 に診 て もらっている」 の
43.8%,厂 からだの具合がよくない」の11.1%と を合わせると55%の 高齢者が
健康面で問題 をかかえこんでいることになる。
日常生活機能の問題をみてみよう。 〔第8表 〕によれば,高 齢者 のうち日常
生活機能 における障害で最 も割合が高いのが 厂視力」 の23%,次 いで 「聴
力」の21.2%,「 歩行」の13.3%,厂 着がえ」の10.6%と なっている。当然の
ことなが ら高齢 になるにしたがっていずれ もその割合が高 くなっている。どの
日常生活機能 をみて も75歳 以上をひ とつの境にして,不 自由な人の割合が全
体の平均を上回っている。家族構成別でみると高齢者 「本人 とその他」や 厂本
人 と子」で不 自由な人の割合がやや高 く,高 齢者の 「ひ とり暮 らし」や 「夫婦
のみ」で はやや割合が低い。これ は日常生活機能の障害があるために,「本人
と子」厂本人 とその他」の同居形態をとっている場合が少な くないか らである
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(と くに 「本人 と子」「本人 とその他」では,「排泄」が10%と 高い)。 また





































































































































日 常 生 活 機 能 の 不 自 由 な 人 の 比 率






















65～69歳 4,317 11.2 16.0 1.5 4.9 1.3 4.0 1.6 1.8
70～74歳 4,411 16.5 20.2 2.9 9..1 1.7 7.1 3.3 3.8
75～79歳 3,303 25.9 26.4 5.5 15.5 3.1 11.9 6.1 7.6
80.～84歳 1,789 32.2 31.8 8.4 24.9 4.9 21.0 11.5 13.6
85～89歳 735 48.0 36.7 12.9 39.0 7.2 29.9 19.9 23.7





夫 婦 の み 3,580 17.1 19.5 3.8 10.0 2.2 7.3 3.9 4.0
夫 婦 と 子 3,655 21.0 19.3 4.9 11.9 2.7 9.7 5.7 6.4
夫婦とその他 266 16.5 20.7 3.0 7.1 3.0 9.0 4.9 6.0
本 人 と 子 4,260 27.7 27.8 5.7 ., 3.8 15.9 8.5 10.5
本人 とその他 583 25.7 1厂 8.2 17.7 4.1 ,・ 8.6 10.1
ひ とり暮 らし 2,119 15.2 24.6 2.4 1 o.s 6.2 2.8 3.2
出所 「京都市老人の生活 と健康に関する調査報告書」
例 えば高齢者の健康状態 と日常生活機能の障害の問題 は,家 事労働 の機能の
弱 まりと緊急事態の発生の対応にもかかわっている。つまり,「ガス漏れ」や
火災発生の際の発見 と適切な対応 にかかわ ることにもなり,歩 行機能の障害は
住宅問題 と絡んで緊急事態の発生に結びついているのである。
そこで高齢者の住宅問題をみてみよう。今 日の日本の住宅事情か ら考 えれば,
高齢者 にとって も住環境の悪化 は重要な問題 となっている。『京都市地域高齢
者住宅計画』(13)の指摘 によれば,高 齢者のいる世帯では持 ち家が多いが ,単 身
世帯,夫 婦のみ世帯では市街地中心部やその周辺の戦前からの借家や木造賃貸
共同住宅(い わゆる木賃アパー ト)の 借家居住が多 く,と くに近年 ,市 街中心
地の地価上昇や業務 ビル化の影響で 「明 け渡 し請求」厂高家賃 ,家 賃 ・更新料
の上昇」のため高齢者世帯の周辺部への居住移動が激 しくなっている。しか も,
木造アパー トは設備面が劣悪で,階 段等が危険な状態のものが多 く,居 住の不
安定化が進行 している。また高齢者世帯は持ち家率が高いといわれているが ,
最低居住水準(4人 家族で住居専用面積50平 方メー トル以上)未 満の住宅や
老朽化 した住宅に居住する高齢者世帯が40%以 上 あり,増 改築 ・修繕がなさ
れずほとん ど放置されている。その理由として自力での改善が困難 な世帯が多
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出所 「市民の老後 ・老人問題 に関する実態調査」
いことが指摘されている。
今回の 『実態調査』での 「住 まいについての困 りごと」 とその順位 は 〔第9
表〕の とお りであ り,「家がふる くなりいたんでいる」が もっ と多いが,「 修
繕 ・改築の費用がない」ことも困 りごととしてあげられている。緊急事態の発
生に結びつ く,階 段や段差など住宅の老朽化の問題が深刻であることがわかる。
緊急事態 については次節で くわしくふれるが,住 宅問題にかかわって補足的に















出所 東京消防庁 「災害 と防災環境か らみる高齢 者の実態」
が69.7%,厂 転落」が13.2%で 合わせて8割 を占めている。 この傾向は高齢者
以外にも共通しているが,収 容医療機関の医師による初診時の程度では高齢者
で は 「軽症」よりも 「中等症」が多 くなっている(〔第3図 〕)。また,事 故発
生場所では 「居住場所」が約半数で,次 いで 厂道路上」 となってお り,「身近
な生活の場での転倒 ・転落が多い こと」を示 している(〔第4図 〕)。居住場所
の うちわ けで は,「 居室」が54.2%,「 階段」が16.8%,「 廊下 ・通路」が
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みたように今 日の住宅事情 は,高 齢者が住みなれた地域で暮 らし続けることを
困難にしている。また,勤 労者世帯 にとっては 「居住地 と従業地の分離 とその
遠隔化」の進行や 「職住が接近 している場合でも,長 時間労働 などによって地
域生活が剥奪されている」(15)状況のなかで,近 所づ きあい,日 常生活 における
交流 ・対話 ・地域活動への参加など,地 域社会の解体,地 域社会での共同体的
諸関係の喪失 といった事態が進行 している。それは旧来の地域や大家族にもと
つ く共同体 関係の崩壊だけではな く,相 互に助け合い,協 力 しあい,連 帯する
民主的な共同の条件の形成 も困難な中で,高 齢者の社会的関係が希薄になり社
会的孤立が生みだされている。『実態調査』からみても 〔第10表 〕によれば,
家庭 や地域 でのお としよりの交流が 「ない」が54.5%で あ り,「 ある」 の
45.5%の うち,「 近所に住むおとしよりの世話や介護」あるいは 厂ボランティ
ア活動に参加」 は約7%に とどまっている。高齢者の孤立,近 所づきあいの問
題 と,緊 急事態の対応 とのかかわ りについては,次 節でふれる。
このように高齢者問題の全体像をみてみると,今 日,高 齢者 は収入 と消費,
健康,住 環境,社 会的関係 を含めてみるならば,か な り不安定状態におかれて
いることがわかる。 しか も個々の問題が相互に関連性をもち,あ るいは相互 に
規定しあい,問 題 を深刻化させていることも明らかである。 また,さ らに くわ
しく高齢者問題を分析するには階級 ・階層性 を土台に問題 を構造的にとらえな
ければならない。高齢者における緊急事態 を分析する前 に高齢者問題の把握が
必要なのは,あ る特定の問題だけを 「ニー ド」 として取 り出しとらえ,他 の問













































































































高齢者問題 とは現役労働者 にとてはいつれは必ず自ら直面す る 「老後問題」
という社会的課題でもあり,'現在高齢者 と共にくらしている労働者の家族の問
題で もある。 したがって,個 人的な対応でその解決をはかることのできない問
題であり,当 然社会的対応を要する問題である。高齢者問題 はす ぐれて社会問
題であることを確認 して,緊 急事態の問題の分析 に移 りたい。,・
4.高 齢者 における緊急事態 の発生 とその対応
京都市社会福祉II.i会 の実施 した 『市民の老後 ・老人問題に関する実態調
査』では,「高齢者 ・要介護者 の緊急通報 システムを必要 としている人びとの
くらしの実態 と対応の状況,対 策の課題を明らかにする」Y,Lとをその内容のひ
とつにしている。高齢者 における緊急事態の発生はこれ まで明 らかにして きた
健康問題,住 宅問題,社 会的孤立の問題などと関連させてとらえるとその実態
が全体的に明らかになる。
〔第11表 〕 は階層別 にみた高齢者のいる世帯での緊急事態の発生 と,そ の
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内容 についてみたものである。全体では 「緊急事態があった」のは34.9%で
ある。最 も発生の割合が高いのが 「病気」の62.6%,次 いで 「家 の中での転
倒 ・事故」 の21.1%,「 病院 への通院」16.3%,「 押 し売 り ・訪問販売」 の
8.8%,「 交通事故」の6.1%な どの順 となっている(厂交通事故」は地域差が
み られ,市 街中心部の学区では15ご4%と もっとも高い割合であった)。先にみ
たように高齢者の少なくとも半 数以上は,何 らかの健康上の問題 を抱え込んで
いることをこの数字は反映 している。 また,日 常生活機能 の障害や住宅問題の




にわたっている。また,注 目すべ きなのは割合 としては低い数字(2.5%)で
はあるが,「 助 けて くれるひ とがいなかった」人が この階層で存在することで
ある。高齢者の社会的孤立が日常的にはあまり意識 されないとしても,緊 急事
態の発生の際に深刻な事態 をもたらす可能性が高い。
〔第12表 〕は階層別にみた緊急事態の対応である。全体では 「自分で何 ら


















































































































































































































































かの対応 をした」が24.5%と 最 も高い割合を示 している。経営者層,ホ ワイ
トカラー層,自 営業者層は比較的 「三世代」世帯の割合の高い階層であるが,
緊急事態の対応には違いがみられる。経営者層やホワイ トカラー層では 「家族
が 対 応 した」 が それ ぞれ28.6%と35.7%で あ り,「救 急車 を呼ん だ」が
21.4%,「 医者に連絡 し来てもらった」がそれぞれ14.3%と7.1%で 全体の平
均 より高い。 これらの階層では高齢者に緊急事態が発生 した場合,家 族の誰か
が対応 し医師への連絡や救急への通報など,さ らに次の段階の対応がなされて
いる。自営業者層では 「家族が対応 した」が10%,「 病院 につれていって もら
った」 と 「救急車 を呼んだ」がそれぞれ15%で ある。また 「自分で何 らかの
対応 をした」が35%で,そ の他の階層 と比べて も高い割合 を示 している。 こ
れ は,自 営業者層 は確かに 「三世代」の割合が高いが家族労働力を主体 にして
いるので主婦やその他の家族の就業率が高 く,緊 急事態にす ぐに対応できる条
件にあるわけで はないか らである。つまり緊急事態の対応 は,世 帯構成 だけで
なく就業者構成によって も左右 されるのである。三世代の同居率が高いことが,
そのまま老後の 厂安心」を担保するとはいえないのである。
無業者層は高齢者単身世帯,夫 婦世帯の占める割合が高いので当然 「近 くの
身内に来てもらった」が17.7%,「 近所の人に来て もらった」が13.9%と 合計
の平均を上回っているな ど,厂近 くの身内によるもの」や 「近所 の人 によるも
の」の対応が広 く現れている。医療機関への連絡や救急車 を呼ぶ割合が他の階
層より低い割合 となっているが,緊 急事態 に陥 りその次の段階への対応 を行う
には日常的に接触 している 「人」の媒介が必要なためとおもわれる。無業者層
のなかで もっとも多いのが,「 自分で何 らかの対応をした」の22.8%で ある。
また,「 じっとしていた」の2.5%は この階層にのみ現れている。
無業者層では緊急事態が発生 しても,同 居による家族の速やかな対応がそれ
ほど期待できない場合が多い。そこで,近 くの身内や近所のひ との対応 に頼ら
ざるを得ないが,こ れには緊急事態の発生から対応まで一定の時間を要する。
また,周 囲に頼れ る条件のない場合や本人 自身で周囲の人 を呼ぶ ことが不可能
な状態に陥れば,発 見 ・対応がなされないままいわば 「放置」 されるという最
悪の状態 も予測されるのである。
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ところで,「救急車 を呼んだ」場合での高齢者の実態 を補足 しておこう。東
京消防庁 の調査(16)によれ ば,救 急事故 による救急車での搬送人員(高 齢者
62626人)の うち(〔第5図 〕),「急病」が70.4%で もっとも多 く,次 いで 「一
般負傷」「転院搬送」「交通事故」「その他」の順 になっている。 また急病 によ
















1人 が重症 となっている。 このように高齢者においては 「救急車 を呼んだ」時
点では,か な り重症になっているケースが多いのである。
次に高齢者 自身は今後,緊 急事態が発生 した場合にどのような対応 を考えて
いるのであろうか。〔第13表 〕は階層別 にみた緊急事態への今後の対応である。
全体 としてみると,も っ とも多いのが 「子 どもに連絡する」が17.5%で,以
下 は 厂家族 と同居 している」が8.8%,「119番 にかける」が8.3%,「 近所の
人に連絡する」が7.8%,厂 近所の人に世話になる」が6.2%な どの順位であっ
た。 しかし,厂 まだ考 えていない」が6.2%x厂 自分で何 とかする」が1 .7%あ
るように,こ の問題 に関する社会的対応の不十分さを示 している数字 ともいえ
る。結局 もっとも多いのは,子 どもや親戚など家族 ・身内を頼 りにす る項 目で
ある。
経営者層,ホ ワイ トカラー層,自 営業者層では 「家族 と同居 している」がそ
れぞれ15.8%,16.7%,26.5%で 合計の8.8%を 上回っている。厂子 どもに連
絡する」 と合わせて考 えると,緊 急事態では高齢者 にとっては家族の対応がも
っ とも信頼 されているといえる。実 はこの点 は,高 齢者での単身世帯や夫婦世
帯の占める割合の高い無業者層で も共通していえることなのである。無業者層
では 「子 どもに連絡す る」が24.8%で 他の階層に比べてもっとも高い数字 を
示 している・身内と離れて暮らしている場合や,家 族が仕事をしている時間帯
でもまずは,身 内に連絡するかあるいは家族の対応を待つ ということである。
また,緊 急事態の対応では 厂近所の人 によるもの」があったが,厂近所の人に
連絡する」や 厂近所 の人の世話 になる」 という割合 は身内 ・家族に比べて低い
ものになっている。
専門的機関についてみると,病 気による緊急事態の発生が多いにもかかわ ら
ず,「 病院 にい く・入院す る」 は全体 は3.6%,無 業者層では 厂同」2 .8%,
厂医師に連絡する」 は全体 では1.9%,無 業者層では1.8%に すぎない。厂福祉
事務所に連絡する」 は無業者層での0.9%の みにすぎない。 また,民 生委員や
老人福祉員,ボ ランテ ィアも緊急事態では頼 りにされていない。 また,「119
番」や 「110番」 も直接的には緊急事態があっても通報すると考 えられている
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わけで もない(救 急車は先 に述べた とお り,「人」 を媒介 しなければ使用 され
ていない。本人が救急車 を依頼 した場合 は,か なり重症の状態であるケースが
多い とお もわれる)。
まとめてみると,緊 急事態の対応では家族 ・身内が もっとも頼 りにされてい
るが,現 実 にその対応がなされるかどうかは世帯構成 ・就業者構成などの条件
によるのであり,現 在の家族規模の縮小や雇用 ・労働条件の状況(共 働 きの増
加,長 時間労働,通 勤時間の長 さなど)か らみれば,家 族 ・身内の対応 は高齢
者 自身の期待に反 して不確定なものであるといわざるを得ない。 また,地 域に
おける社会 的関係の希薄化の中で,近 隣住民の対応 も確実な ものとはいい難い。
家族 ・身内以外の対応の数字が低いのはその必要性が低いか らで はな く,緊 急
事態に陥った時に抵抗感な く通報で き,し かも責任ある対応をはかって くれる
「すべ」が高齢者にとって保障されていないか らである。つ まり,高 齢者の緊
急事態 に対する有効な対策が欠けているのである。そのため 「自分で何 とかす
る」や 「まだ考えていない ・わか らない」 という回答が示されているのである。
高齢者における緊急事態 は,社 会問題 としての高齢者問題が,す なわちその
背後にある経済的問題,生 活問題,健 康問題,住 宅問題,社 会的孤立などの深
刻化がもっ とも最悪な形態で 厂噴出」した ものである。そ こで緊急事態の分析
はさらに,高 齢者の生活を支える社会福祉 と医療 の現状 と問題点,ソ ーシャ
ル ・ワーカーの役割 と意義 という課題 を提起 している。社会問題 の深刻化 は現
代社会における貧困化 の進展である。それは同時に貧困化 を生みだす社会的矛
盾 に対する抵抗 と克服 の道を用意せざるを得ない。そこでは,主 体的に問題 に
取 り組む勤労者 ・地域住民の共同連帯の形成 と,具 体的な課題をつかみ対策を
提示し地域住民 と共 に歩むソーシャル ・ワーカーの存在が当然求められる。 こ
れまでの分析をふまえて,と くに社会福祉 と医療 との関連 を重視 し,ソ ーシャ
ル ・ワーカーの役割 などについて論を進める必要がある。
注記 『市民の老後 ・老人問題 に関する実態調査』について
この実態調査 は京都市社会福祉協議会が実施主体 となり研究者および社協職






















































































る 絡 連 け し 話 世 らし け 絡 く 連 に に ■ す ア に か いな 断な
階層 世 す 絡 る て に 話 すい る す に 絡 連 連 入 る に 連 す ない つい 他
雪
合 計
17.5 7.8 8.3 8.8 5.9 6.2 5.7 4.3 5.2 3.3 1.2 1.7 1.2 3.6 1.9 0.7 0.5 1.7 6.2 2.6 2.8
422 74 33 35 37 25 26 24 18 22 14 5 7 5 15 8 3 2 7 26 11 12
経 営 者 層
13.2 2.6 15.8 7.9 10.5 2.6 5.3 7.9 2.6 2.6 2.6 2.6
38 5 1 6 3 4 1 2 3 1 1 1 1
2.8 11.1 16.7 16.7 5.6 2.8 2.8 8.3 2.8 5.6 2.8 11.1 5.6
ホ ワイ トカラー層
36 1 4 6 6 2 i 1 3 1 2 1 4 2
ブ ル ー カ ラー 層
12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 12.5
8 1 2 1 1 1 1
17.0 11.3 7.5 5.7 3.8 7.5 3.8 7.5 3.8 1.9 3.8 5.7 1.9 1.9 5.7 5.7 3.8
不 安定雇 用者層
53 9 6 4 3 2 4 2 4 2 1 2 3 1 1 3 3 2
7.4 1.5 4.4 26.5 5.9 7.4 4.4 1.5 2.9 2.9 1.5 1.5 1.5 2.9 1.5
自 営 業 者 層
68 5 1 3 18 4 5 3 1 2 2 1 i 1 2 1























































生活 問題 の認識 とソー シャル ・ワー カー論(上)
施 され た も の で あ る。 この調 査 は,(1)小 学 校 単 位 で の地 域 の特 性 と条 件 をふ ま
えて,(2)高 齢 者 の 生 活 問 題 に即 応 し た,(3)福 祉 施 策 と事 業 活 動 をす す め て い く
た め の 基 本 方 針 と問 題 点,条 件 な どを 明 らか にす る こ とを 目 的 とし た もの で あ
る。 対 象 地 域 に は京 都 市 内 の4学 区 が選 ばれ,調 査 員 が 各 対 象 世 帯 を訪 問 し原
則 と して 訪 問 き き と り調 査 が 行 わ れ て い る。 学 区 内 の ひ と り暮 ら しの老 人,要
介 護 老 人,障 害 者 の い る家 族 に つ い て は,把 握 され て い る全 て の該 当世 帯 が 調
査 対 象 とな り,ま た 学 区 内 の典 型 的 な 自治 会 で は そ の全 世 帯 の訪 問 き き と り調
査 が 行 わ れ て い る。
調 査 結 果 は研 究 者 お よび 社 協 職 員 に よ る調 査 結 果 分 析 検 討 会 の 数 回 の討 議 を
へ て,『 京 都 市 に お け る高 齢 者 問題 と地 域 福 祉 一 市 民 の老 後 ・老 人 問題 に関
す る実 態 調 査 報 告 書 一 』(京 都 市 域 老 人 福 祉 シ ス テ ム 開発 実 践 協 議 会,京 都 市,
京 都 市 社 会 福 祉 協 議 会,1988年12月)と し て ま とめ られ て い る。
註
(1)児 島美都子 『医療 ソー シャル ・ワーカー論』(増補版)ミ ネルヴァ書房,1988年,
p.29
(2)1987年5月 社会福祉士 ・介護福祉士法が第108国 会 で成立 した。本法 によれ ば社会福
祉士 は専 門的知識及 び技術 をもって,身 体上若 し くは精神上 の障害があること又 は環境
上 の理 由によ り日常生活 を営むの に支障が ある者 の福祉 に関する相談 に応 じ,助 言指導
その他の援助 を行 う者 とされている。
(3)戦 後 日本 における体系的理論でかつ ソーシャル ・ワー カー論 を含めた展開を したもの
に は,岡 村重夫 『全訂社会福祉学(総 論)』 柴田書店,1968年 と孝橋正一 『全訂社会事
業の基本問題』 ミネル ヴァ書房,1962年 がある。 また,真 田是 らの社会福祉労働論 もそ
れ までの社 会福祉論 を総括 しソーシ ャル ・ワー率 一論 を展 開した ものである(真 田編
『社会福 祉労働』唱法律 文化社,1975年)。 また社 会福祉論争で は,い わ ゆる 「社会福祉
本質論争 」,「岸 ・仲村論争」,「医療社会事業論争」が ある。
(4)東 京消 防庁指導広報部 生活 安全課 『災害 と防災環境 か らみる高齢者 の実態(昭 和62
年 中)』1988年9月,p.45
(5)緊 急事態 への対応 として 「緊急通報 システム」の導入が試み られ,社 会福祉協議会の
事業 として とりくまれている地域 もみうけられ る。
(6)厚 生省大臣官房統計情報部 『昭和62年 国民生活基礎調査 の概況』1988年5月
(7)高 齢 者世帯 とは,男65歳 以上,女60歳 以上 の者のみで構成するか,又 は,こ れに18
歳未満 の者が加わった世帯をいう。
-135一
佛教 大學 大學 院研 究紀 要第18號
(8)厚 生省 「同書」p.2
(9)浜 岡政好 「家 族 ・地域 生 活1貧 困」(江 口英一編 『生活分析 ・々ら福祉へ』光生館 ,
1987年 所収)p.36。 なお,以 下の分析で は浜岡論文お よび 「同書」に よるところが大
きい。
⑩ 労働大 臣官房政策調査部編r老 後の安定 と充実 を求めて 勤労者の老後生活安定対策
研究会報告』1987年8月,p.10～p.11お よびp.83～p .85
(ID浜 岡 『前揚書』p.37
(12)京 都市,京 都市民生児童委員連盟 『京都黹 の老人 ≒生活 に関する調査報告書』1986年
6月
(13)京 都市住宅局 『京都市地域高齢者住宅計画』(概 要),1988年3月,p.7～p .11
(14」東京消陣庁 『前揚書』p。37～p.40
(15)浜 岡 『前揚書』p.53
(1⑤ 東京消 防庁 『前揚書』p.29～p.36'
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